
県内自治体の公立保育所の民営化に関する状況調査 結果報告【概要】 

 

●調査時期 

 令和６年５月 

 

●調査対象 

千葉県内の全自治体 ５３自治体 

回答自治体数 ４９自治体 

 

●公立保育所の民営化実施状況 

 これまで公立園を民営化したことがある自治体 １５自治体（４５施設） 

 

●民営化の方法 

・民間移管 ３９（指定管理や業務委託を経て、現在民間移管となったものを含む） 

 ・指定管理 ６ 

 ・業務委託 ０ 

 

●主な利用保護者への対応 

 ・保護者説明会 

 ・保護者、事業者、市による三者協議会の開催 

 ・転園希望者への優先的な転園の実施 

 ・入園希望者へあらかじめ説明を行う 

 ・市長対話 

 

●民営化による主な効果 

 ・財政的なメリット（施設の建て替え・改修に係る費用や運営費用に、国・県の交

付金を活用できる） 

 ・削減された財源を活用した保育の質の向上に資する取り組みや他の子育て施策へ

の分配 

 ・保育時間の延長や、民間ならではの特色ある保育の提供による保育サービスの向

資料２ 



上 

 ・保育以外のサービスの拡充による市民サービスの向上 

 ・職員の再配置による他園の職員数の増 

 

●民営化により生じた主な課題 

・保育士の退職により保育園の運営が不安定になり、保護者へも不安を与えた。 

・幼児教育・保育の無償化により市の財政負担が増となった（指定管理） 

 ・保育方針の違い、指導・監督の難しさ 

・市の単独補助の実施などから短期的にコストアップした。 

・保護者負担が大きくなった（市が補助を実施し、負担軽減を図った） 

・経営方針等の転換による事業撤退のリスクがあるため、契約時に入念な協議を要

する。 

・民営化当初は保護者の中に嫌悪感があった。 

・保護者の声が市に届きにくくなった。定期的な情報共有や意見交換会が必要。 

・特になし（２３施設） 

 

 



【参考資料】施設の民営化の類型 

 

 民営化の手法には、以下の３つの類型がある。 

①業務委託：施設運営を委託 

②指定管理者制度：施設運営と施設管理を委託 

③民間移管：施設運営・施設管理とも事業者に移管 

 それぞれの類型ごとの特徴は以下のとおり。 

 

① 業務委託 

  保育施設の運営業務のみを民間に委任するもの。 

  業務の内容は、市が仕様書等により決定し、事業者は原則として市の決定に

従い運営を行う。 

   また、施設の維持・管理は全て市が行うため、それらに係る事務負担や費用負

担は市が負う。 

 

② 指定管理者制度 

   運営に関する業務と施設の管理を一括して事業者にアウトソーシングするも

の。 

   市の定める条件の範囲内で事業者の柔軟な運営が可能。 

   一般的な施設管理（一般的な維持管理や簡易な修繕等）は事業者が行うため、

業務委託と比較して施設管理の事務負担を小さくなるが、必要な費用は指定管理

料に含めるため、費用面でのコストカットは期待できない。また、大規模な修繕

や改修工事は市が行う。 

 

③ 民間移管 

 施設の土地・建物を民間事業者に譲渡又は貸与し、事業者が施設の運営を行う

もの。 

 運営主体が事業者となるため、運営に事業者の主体性の発揮が期待できる一

方、運営基準や保育指針の範囲内で行われているものについて市が強制的な指示

や命令を行うことはできない。 



   また、施設の維持・管理は事業者が行うため、それらに係る市の事務負担や費

用負担が大幅に軽減される。 

 

手法 施設所有者 施設管理

（一般的な

維持管理や

簡易な修繕

等） 

施設管理

（大規模修

繕等） 

運営に対す

る市の経費 

期間 

業務委託 市 市 市 委託費とし

て市が負担 

契約により

定める期間 

指定管理 市 事業者 市 指定管理料

として市が

負担 

契約により

定める期間 

（白井市で

は５年を基

準としてい

る） 

民間移管 事業者 事業者 事業者 国、県、市

が法定の負

担割合に応

じて支弁 

期間の定め

はない。 

 

 

 

 

 

 



⽩井市健康⼦ども部保育課

⾃治体名

所属課

回答者⽒名

連絡先

回答の取りまとめ結果の報告について

回答共有に可否ついて

これまでに⺠営化した園の数

※これまでに⺠営化した園が無い場合、以上で調査は終了となります。

公⽴保育所の⺠営化に関する状況調査（基本情報）

⽩井市では、令和５年度より「公⽴保育所の役割及び体制検討委員会」を設
置し、今後の公⽴保育所の役割と体制について調査・研究を進めています。

たのか、具体的な事例を踏まえて議論を進めていきたい」との意⾒が挙がりま
した。
つきましては、貴⾃治体における の実施状況を参考とさ

せていただきたく、本調査へのご協⼒をお願いいたします。
ご回答いただいた内容は、⾃治体名等が分からない形でまとめ、会議資料と

させていただきます。
お忙しいところ⼤変恐縮ですが、６⽉１４⽇（⾦）までにご回答をいただき

ますようお願いいたします。
なお、ご希望の⾃治体には、取りまとめ結果をご報告させていただきますの

で、回答共有の可否と、取りまとめ結果の報告希望の有無につきましても、併
せてご教⽰ください。



県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

施設１ 施設２ 施設３ 施設４ 施設５ 施設６ 施設７ 施設８ 施設９ 施設１０ 施設１１ 施設１２ 施設１３

⺠営化前 55 80 150 60 80 70 55 60 90(H28) 150(H28) 120(H28) 120 150

⺠営化後 70 80 120 60（R6.80） 80（R6.120） 70（R6.110） 55（R6.80） 60（R6.70） 90 150 120 120 150

⺠営化前 要配慮保育
産休明け保育
地域活動

要配慮保育
産休明け保育
地域活動

要配慮保育
産休明け保育
地域活動

休⽇保育 ⼦育て⽀援拠点

⺠営化後 要配慮保育
産休明け保育
地域活動
⼀時預かり
休⽇保育

要配慮保育
産休明け保育
地域活動
⼀時預かり

要配慮保育
産休明け保育
地域活動
⼀時預かり

休⽇保育 ⼦育て⽀援拠点

⼟地 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 その他 その他 その他 ⾃治体 ⾃治体

建物 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 その他 その他 その他 ⾃治体 ⾃治体

⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 指定管理 指定管理

当該保育所の指
定管理者から、
施設を市から譲
り受け、園舎を
建て替えること
で保育環境の改
善、保育⼠の環
境を整備し、保
育⼠の確保にも
つなげたいとの
提案があったた
め。

⺠
営
化
の
⽅
法

⾃治体名 A市 B市 C市

⺠営化 ⽅法

施設名

施
設
の
状
況
等

⺠営化  園
の定員

⺠営化  園
において実施し
ている、保育以
外の機能

⺠営化後 ⼟
地、建物の所
有者

⺠営化 検討 当    
    市⺠参加 ⼿法 
⽤いたか教えてください。

「公⽴保育所の施設管理に関する基本⽅針」を策定
するにあたり、パブコメを実施した。

⼀定期間の業務委託を経て⺠間移管へ移⾏した。

⺠間事業者のノウハウを導⼊する
ことにより、より効果的で多様な
サービスの提供が可能となるなど
の市⺠サービスの向上や⼈件費等
の削減が⾒込まれたため。

⺠営化 ⽅法      
 ⽅法 採⽤  理由 教
えてください。

公費を抑えるため、⺠設⺠営で建替えを進めてお
り、⺠間移管以外の⼿法が馴染まないため。

業務委託と移管を保護者に説明し、意⾒を参考にした上で業務委託を採⽤した。業務委
託は、仕様書に基づく市との業務委託契約により⾏われるため、保育内容や⾏事などが
業務委託前とあまり変わることがないため。
（現在は⺠間移管している。）

耐震診断の結果、新耐震基準を満
たしておらず、建替えが必要に
なったことから、国県の整備の交
付⾦の補助対象となる⺠間移管を
採⽤した。

学識経験者・⺠間保育園園⻑・公募市⺠等を構成メンバーとした「Ｂ市児童福祉懇話
会」を設置した。

特に無し 不明



県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

施設１ 施設２ 施設３ 施設４ 施設５ 施設６ 施設７ 施設８ 施設９ 施設１０ 施設１１ 施設１２ 施設１３

⾃治体名 A市 B市 C市

施設名

・Ｒ2.4 整備
計画の策定
・Ｒ3.7 運営
法⼈の選定
・Ｒ4.4 引継
ぎ、協働保育の
実施
・Ｒ5.4 ⺠間
移管

・Ｒ2.4 整備
計画の策定
・Ｒ3.7 運営
法⼈の選定
・Ｒ4.4 引継
ぎ、協働保育の
実施
・Ｒ5.4 ⺠間
移管

・Ｒ3.10 実施
計画の策定
・Ｒ4.7 運営
法⼈の選定
・Ｒ5.4 引継
ぎ、協働保育の
実施
・Ｒ6.4 ⺠間
移管

・市の⽅針及び
事業者の決定
（⺠営化前と同
事業者）
・保護者説明
・建築⼯事開始
・新園舎完成、
保護者説明
・新園舎に移転

・市の⽅針及び
事業者の決定
（⺠営化前と同
事業者）
・地元説明会
・保護者説明
・建築⼯事
・新園舎完成、
保護者説明
・新園舎に移転

・市の⽅針及び
事業者の決定
（⺠営化前と同
事業者）
・保護者説明
・地元説明会
・建築⼯事開始
・新園舎完成

・H20年度 保
護者説明会、保
護者アンケート
調査、指定管理
者選定委員会
・H21年度 引
継ぎ
・H22.4 開始

・H22年度 保
護者説明会、指
定管理者選定委
員会
・H23年度 引
継ぎ
・H24.4 開始

・コロナ禍のた
め、説明⽤DVD
を保護者へ配
布。コロナが落
ち着いた頃に園
で説明会実施。
・転園希望者の
優先配慮は無
し。

特にありませ
ん。

⺠営化する際、
保育⼠の退職等
により、保育園
運営が不安定に
なり、保護者に
も不安を与え
た。

特にありませ
ん。

⺠営化     市 ⽅針
決定   ⺠営化開始  
のプロセスを教えてください。
（保護者周知の時期、事
業者 決定 移⾏準備期
間など）

・⺠営化決定の発表
・⺠営化⼿法の決定（保護者の意⾒をもとに保育課が決定）
・法⼈の決定（保護者の意⾒をもとに保育課が決定）
・（お⼦さん⼀⼈ひとりについての）引継ぎ保育のための個⼈ヒヤリング
・引継ぎ保育の開始
・⺠営化の実施

⺠間事業者のノウハウを導⼊する
ことにより、より効果的で多様な
サービスの提供が可能となるなど
の市⺠サービスの向上や財政負担
の軽減があった。

・令和元年10⽉からの幼児教育・
保育の無償化により、交付税措置
は有るものの、指定管理を含む公
⽴保育所の運営費は全額市負担と
なり、市の財政負担が増となっ
た。
・また、施設の⽼朽化も進んでお
り、運営費や、建替え等整備費に
国費・県費を活⽤できる公私連携
の導⼊等を検討する必要がある。

効
果
・
課
題

⺠営化   貴⾃治体 
⼦育 施策 良 効果 
もたらした点を教えてくださ
い。

⺠営化により削減された財源を活⽤し、保育の質向
上に資する取り組みの強化に繋がっている。

・財政⾯において経費削減ができ、他の⼦育て施策に財源を配分することができた。
・⽼朽化した保育施設が⺠営化後に建替えられた。

運営費に関する市の負担額（指定管理では全額市が
負担）が軽減できる。

・指定管理者制度の概要及び指定
管理導⼊によるメリット、変更点
等を説明。
・転園希望者への優先配慮は無
し。

移
⾏
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

⺠営化   新  ⽣  
課題があれば教えてくださ
い。

 特になし。 特に無し

⺠営化 当    利⽤ 
る保護者への説明はどのよ
  ⾏      
また、転園を希望する者へ
の優先的な配慮などの措
置 ⾏      

・事業者決定から⺠営化開始までの間に、2・3か⽉
に1回程度、保護者・事業者・市による三者協議会
を開催した。
・転園希望者への優先転所を実施した。

・年４ ５回ほどの保護者説明会や保護者代表を含めた⺠営化調整委員会での意⾒交換
など。
・転園希望者への対応については、⺠営化当時の記録が残っていないため不明。

・保護者向けの説明会を実施。
・新園舎移転前に再度実施
・転園希望者への優先配慮は無
し。



⺠営化前

⺠営化後

⺠営化前

⺠営化後

⼟地

建物

⺠
営
化
の
⽅
法

⾃治体名

⺠営化 ⽅法

施設名

施
設
の
状
況
等

⺠営化  園
の定員

⺠営化  園
において実施し
ている、保育以
外の機能

⺠営化後 ⼟
地、建物の所
有者

⺠営化 検討 当    
    市⺠参加 ⼿法 
⽤いたか教えてください。

⺠営化 ⽅法      
 ⽅法 採⽤  理由 教
えてください。

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

F市 G市

施設１４ 施設１５ 施設１６ 施設１７ 施設１８ 施設１９ 施設２０ 施設２１ 施設２２ 施設２３ 施設２４ 施設２５

150 120 150 90 幼稚園190
保育所150

幼稚園70
保育所210(2園)

90 100 130 90 150 90

150 130 150 90 176
（内1号60）

200
（内1号60）

100 80 208
（内１号72）

130 150 110

休⽇保育 ⼦育て⽀援拠点 延⻑保育
⼀時保育
病後児保育

休⽇保育 ⼀時預かり
⼦育て⽀援拠点
病児保育（体調
不良児対応型）

⼀時預かり
⼦育て⽀援拠点
病児保育（体調
不良児対応型）

⼦育て⽀援拠点
⼀時預かり

⼀時預かり ⼀時預かり
⼦育て⽀援拠点
※ 市⽴幼稚園１園と統合
し、幼保連携型認定こども
園として⺠営化

延⻑保育
⼀時保育
病後児保育

⼀時預かり ⼀時預かり

⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 その他 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体

⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者

指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 指定管理（15年）
⇒⺠間移管

⺠間移管 ⺠間移管

施設⽼朽化に伴う改修の必
要があり、国県の補助⾦を
活⽤できる⺠間移⾏とし
た。

多様な保育ニーズに対応し
充実した保育サービスを提
供するため。また、将来的
な施設更新の経費を節減す
るため完全⺠営化（⺠間移
管）した。

⺠営化の⽅針策定に当たっ
て⼦ども・⼦育て会議で審
議を⾏い、策定後には施設
全園及び市⺠向けの説明会
を実施した。

指定管理による委託前に保
護者説明会や保護者アン
ケートを実施し、意⾒を聴
取した。

E市D市C市

整備計画の策定にあたって、パブ
リックコメントを実施。
認定こども園の対象となる施設の
保護者代表、運営事業者、市の三
者協議会を設置。

⺠間事業者のノウハウを導⼊することにより、より効果的で多様な
サービスの提供が可能となるなどの市⺠サービスの向上や⼈件費等の
削減が⾒込まれたため。

⺠間活⼒を導⼊することで、⺠間
ならではの特徴のある保育が実施
可能になるとともに、多様な保育
ニーズへの対応及び施設⽼朽化へ
対応するため。

公募型プロポーザル⽅式により事
業者を選定。
価格だけでなく、企画内容等を含
めて選定するため。

委託や指定管理では、定期的に運
営事業者が変更になる。また、運
営費について国県の費⽤負担が得
られない。

ガイドライン策定に、該当施設の
保護者代表に参加していただく。
法⼈選定時は保護者へ説明会（公
開プレゼンテーション）を実施。

学識経験者や保護者等からなる検
討委員会において、公⽴保育園の
在り⽅に関する⽅針を決定。Ｅ市
⼦育て⽀援推進委員会の答申を経
て、⺠営化を決定。

H市



⾃治体名

施設名

⺠営化     市 ⽅針
決定   ⺠営化開始  
のプロセスを教えてください。
（保護者周知の時期、事
業者 決定 移⾏準備期
間など）

効
果
・
課
題

⺠営化   貴⾃治体 
⼦育 施策 良 効果 
もたらした点を教えてくださ
い。

移
⾏
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

⺠営化   新  ⽣  
課題があれば教えてくださ
い。

⺠営化 当    利⽤ 
る保護者への説明はどのよ
  ⾏      
また、転園を希望する者へ
の優先的な配慮などの措
置 ⾏      

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

F市 G市

施設１４ 施設１５ 施設１６ 施設１７ 施設１８ 施設１９ 施設２０ 施設２１ 施設２２ 施設２３ 施設２４ 施設２５

E市D市C市 H市

・Ｈ15年度 ⺠
間に業務委託を
⾏っていた本施
設の指定管理制
度導⼊を決定
・Ｈ18年度 指
定管理に移⾏
（保護者への周
知時期等は不
明）

・H23年度 保
護者説明会、指
定管理者選定委
員会
・H24年度 引
継ぎ
・H25.4 開始

・H18年度 保
護者説明会、保
護者アンケート
調査、指定管理
者選定
・H19.1 3
引継ぎ
・H19.4 開始

・H24年度 保
護者説明会、指
定管理者選定委
員会
・H25年度 引
継ぎ
・H26.4 開始

・整備計画策定
・保護者周知
・運営事業者選
定
・保護者説明会
・三者協議会
・認定こども園
開園

・整備計画策定
・保護者周知
・運営事業者選
定
・保護者説明会
・三者協議会
・認定こども園
開園

R3.4 事業者選定会議設置
R3.6 保護者説明会
R3.10 事業者決定
R4.5 三者協議会発⾜
R4.7 周辺住⺠説明会
R5.4-R6.3 引継ぎ保育
R6.4 開園

・指定管理導⼊決定
・保護者説明会
・保護者アンケート
・指定管理者選定
・指定管理委託開始
・保護者アンケート
・⺠間移管

・Ｒ4年度⼊園募集から、⼊
園希望者に⺠営化の案内を
開始。
・保護者説明会実施。
・転園希望者には、利⽤調
整時の加算を実施。

・指定管理導⼊前と⺠間移
管前に保護者説明会を実施
した。
・転園希望者がいなかった
ため、優先措置等は未実
施。

・19時までの⼟曜保育の実
施（市内他施設は16時ま
で）
・⼀時預かりや⼦育て⽀援
拠点の実施
・閉園した職員の再配置に
より他園の職員数が増加し
た。

英語教育や運動教育といっ
た独⾃の保育サービスの提
供につながった。

・保育⽅針の違
い
・指導・監督の
難しさ
・公⽴施設を現
状有姿で無償譲
与しており⽼朽
化による修繕が
必要

・保育⽅針の違
い
・指導・監督の
難しさ
・閉園・閉所と
なった施設の利
活⽤の検討や維
持管理

公私連携型のため、協定期
間は市が⼀定の関与をして
いく。市と法⼈で定期的に
連絡調整会議を持ち、安定
的運営を図る。

特になし。

・保護者説明会実施
・転園を希望する者へは、加点を
⾏なった

・令和元年10⽉からの幼児教育・保育の無償化により、交付税措置は
有るものの、指定管理を含む公⽴保育所の運営費は全額市負担とな
り、市の財政負担が増となった。
・また、施設の⽼朽化も進んでおり、運営費や、建替え等整備費に国
費・県費を活⽤できる公私連携の導⼊等を検討する必要がある。

⺠間事業者のノウハウを導⼊することにより、より効果的で多様な
サービスの提供が可能となるなどの市⺠サービスの向上や財政負担の
軽減があった。

・定員の増加に伴う待機児童の緩
和。
・特⾊ある保育の実施。
・財源確保

・整備・運営内容については、適
宜、法⼈・保護者代表・市による
三者協議会、保護者説明会を⾏っ
た。
・転園希望者は、私⽴化実施年度
に限り、転園に配慮した。

・⽅針決定
・保護者説明
・⺠営化ガイドラインの策定
・事業者募集・選定
・開設

①私⽴化ガイドラインの策定
②保護者説明会
③法⼈募集・決定
④三者協議会・保護者説明会
⑤共同保育（市⽴保育所に法⼈職
員が参加）
⑥業務委託（法⼈が運営する保育
所に市職員数名を配置）を経て完
全⺠間移管

なし

財政的負担が軽減された。・⼦育て⽀援事業（地域⼦育て⽀
援拠点等）の充実
・低年齢児の受⼊れ拡⼤

・保護者に対して、指定管理者制度の説明及び、指定管理導⼊による
メリット、変更点等を説明。
・転園希望者への優先配慮は無し。

・保護者への説明会を随時開催
し、開園までのスケジュール等を
説明。
・保護者へ意向調査を実施し、他
施設へ転園希望する場合は、利⽤
調整の際に加点を⾏った。



⺠営化前

⺠営化後

⺠営化前

⺠営化後

⼟地

建物

⺠
営
化
の
⽅
法

⾃治体名

⺠営化 ⽅法

施設名

施
設
の
状
況
等

⺠営化  園
の定員

⺠営化  園
において実施し
ている、保育以
外の機能

⺠営化後 ⼟
地、建物の所
有者

⺠営化 検討 当    
    市⺠参加 ⼿法 
⽤いたか教えてください。

⺠営化 ⽅法      
 ⽅法 採⽤  理由 教
えてください。

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

施設２６ 施設２７ 施設２８ 施設２９ 施設３０ 施設３１ 施設３２ 施設３３ 施設３４ 施設３５

145 90 57 126 70 90 90 90 60 100

138 177 162 147 120 120 120 90 120 90

⼦育て⽀援拠点
学童クラブ

⼀時預かり ⼀時預かり

⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体

事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者

⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管

受諾法⼈選考委員会（９名中市⺠４名）を設
置し、移管する園の選定、移管条件の策定及
び応募法⼈のヒアリングを実施。

⺠間活⼒を導⼊することで、⺠間ならではの特徴のある保育が実施可
能になるとともに、多様な保育ニーズへの対応及び施設⽼朽化へ対応
するため。

ガイドライン策定に、該当施設の保護者代表に参加していただく。
法⼈選定時は保護者へ説明会（公開プレゼンテーション）を実施。

 ⽼朽化及び耐震性の問題から、
建替えが必要になり、財政⾯や⽴
地⾯等を考慮し、国の補助⾦を活
⽤し⺠設⺠営を採⽤した。

⺠間委託、指定管理，公共施設の統合等の⼿法について検討した結果，下記の利点があることから
⺠間移管に決定した。
・⺠間の柔軟性や活⼒が最⼤限発揮できる。
・将来的な⼤規模改修、建替えのコストが削減できる。
・国・県の負担⾦や補助⾦等歳⼊⾯での優位性。
・運営の責任が明確化できる。

福祉施策審議会の答申 ・受託法⼈選考委員会に市⺠委員を選出。
・受託法⼈決定後に，市，受託法⼈及び保護者によ
る協議体を設置。

H市 J市I市



⾃治体名

施設名

⺠営化     市 ⽅針
決定   ⺠営化開始  
のプロセスを教えてください。
（保護者周知の時期、事
業者 決定 移⾏準備期
間など）

効
果
・
課
題

⺠営化   貴⾃治体 
⼦育 施策 良 効果 
もたらした点を教えてくださ
い。

移
⾏
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

⺠営化   新  ⽣  
課題があれば教えてくださ
い。

⺠営化 当    利⽤ 
る保護者への説明はどのよ
  ⾏      
また、転園を希望する者へ
の優先的な配慮などの措
置 ⾏      

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

施設２６ 施設２７ 施設２８ 施設２９ 施設３０ 施設３１ 施設３２ 施設３３ 施設３４ 施設３５

H市 J市I市

・市の⾏財政改⾰推進本部より⺠営化⽅針が
⽰される。
・⼦育て⽀援対策検討委員会設置
・同委員会が提⾔書を提出
・受諾法⼈選考委員会設置
・保護者及び職員への説明会
・受諾法⼈の決定
・⺠間保育園として開園

・市⻑対話 ２回 100名規模
・担当課と保護者との話し合い
 7回
・職員組合との話し合い ５回
・保護者への説明会 ２回
・転園希望者への配慮については不明。

・多様化する保育ニーズに対応する事業拡⼤
ができた。
・低年齢児保育の定員枠の拡⼤
・地域⼦育て⽀援センターの増設
・障害児保育の拡充

・⽼朽化施設の建替えによる園児
の安全確保。
・定員増による待機児童対策に繋
がった。

・保護者説明会を実施。

資料の保存年限が過ぎているの
で、詳しいプロセスは不明。

特になし 市単独補助の実施などから，短期的にはコストアップになった。

・⽀出の減少に伴う財政効果
・⺠営化に伴う正規職員保育⼠の再配置により，拠
点となる公⽴保育園で地域⼦育て⽀援事業を実施可
能となった。

・定員の増加に伴う待機児童の緩和。
・特⾊ある保育の実施。
・財源確保

・整備・運営内容については、適宜、法⼈・保護者代表・市による三
者協議会、保護者説明会を⾏った。
・転園希望者は、私⽴化実施年度に限り、転園に配慮した。

①私⽴化ガイドラインの策定
②保護者説明会
③法⼈募集・決定
④三者協議会・保護者説明会
⑤共同保育（市⽴保育所に法⼈職員が参加）
⑥私⽴化開始、引継ぎ保育

なし

４⽉ 保護者説明会を実施
５・６⽉ 公募を実施
８⽉ 事業者を決定
１⽉ 合同保育開始
翌４⽉ 移⾏完了

・適宜，保護者説明会を開催した。
・転園希望については，最⼤限配慮するものとし
て，対応している。



⺠営化前

⺠営化後

⺠営化前

⺠営化後

⼟地

建物

⺠
営
化
の
⽅
法

⾃治体名

⺠営化 ⽅法

施設名

施
設
の
状
況
等

⺠営化  園
の定員

⺠営化  園
において実施し
ている、保育以
外の機能

⺠営化後 ⼟
地、建物の所
有者

⺠営化 検討 当    
    市⺠参加 ⼿法 
⽤いたか教えてください。

⺠営化 ⽅法      
 ⽅法 採⽤  理由 教
えてください。

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

L市 Ｎ市

施設３６ 施設３７ 施設３８ 施設３９ 施設４０ 施設４１ 施設４２ 施設４３ 施設４４ 施設４５

70 90 150 200 120 60 幼稚園180
保育園100

120 45 230

90 120 120 200 170 80 294 120 45 230

産休明け保育
障害児保育
⼀時預かり
延⻑保育

産休明け保育
障害児保育
⼀時預かり
延⻑保育

幼稚園は、幼稚園型預
かり保育
保育園は、短時間児の
延⻑保育

地域⼦育て⽀援
拠点

⼀時預かり・⼦育て⽀援拠
点

⼀時預かり
⼦育て⽀援拠点

⼀時預かり
⼦育て⽀援拠点

⼀時預かり ⼦育て⽀援拠点
放課後児童クラブ

産休明け保育
障害児保育
⼀時預かり
延⻑保育
⼦育て⽀援拠点

産休明け保育
障害児保育
⼀時預かり
延⻑保育
⼦育て⽀援拠点

⼀時預かり事業
体調不良時対応型病児
保育
延⻑保育事業

地域⼦育て⽀援
拠点

⼀時預かり・⼦育て⽀援拠
点

⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体

事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 事業者 その他 事業者 事業者 事業者

⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管 ⺠間移管

 多様な保育ニーズに柔軟かつ迅
速に対応でき、特⾊ある保育を⾏
う事業者を選定するため。主な事
業者募集の要件は次のとおり。
・２年以上の保育施設運営実績が
ある法⼈等
・定員８０⼈以上、３歳児の受⼊
れが多くなるように配慮
・事業や⾏事の継続実施
・移管前及び移管後に運営事業者
は引継ぎ保育を⾏う。

責任の範囲が明瞭であ
ること、また、私⽴保
育園が実施している保
育内容の柔軟性や活⼒
を発揮できるため。

当初は公⽴幼稚園と公
⽴保育園をこども園化
しようとする計画だっ
たが、公私連携幼保連
携型認定こども園の制
度を活⽤した事例等が
近隣にあることが判明
したため。

 「⺠間移管検討委員
会」へ市⺠代表及び保
護者代表が委員として
参画

市⺠参加の⼿法は⽤い
ていない。

多様な保育ニーズに柔軟かつ迅速に対応で
き、特⾊ある保育を⾏う事業者を選定するた
め。主な事業者募集の要件は次のとおり。
・２年以上の認可保育園運営実績がある法⼈
・定員は１２０⼈以上、３歳未満児の受⼊れ
多くなるよう配慮
・保護者負担費⽤は⺠営化前の⾦額を超えな
いようにする
・引継ぎ保育及び共同保育を実施すること

Ｏ市

多様化する保育ニーズへの迅速かつ柔軟な対応や、⽂化・ス
ポーツなどを取り⼊れた特⾊ある活動を展開できることが⼤き
な強み。加えて、公⽴保育所は対象にならない運営費に係る
国・県交付⾦の交付対象となり、運営に係る財源確保が図れ
る。また、施設の⼤規模修繕等についても、国の補助⾦制度が
活⽤できる。
 指定管理の場合、施設の⼤規模修繕等が全額市の負担とな
り、運営費も⼀般財源化されているなど財政的なメリットはな
い。また、⼦どもや保護者のニーズに応えるための保育内容等
の変更などについて、設置者と運営主体が異なるため、協議が
必要となりスピード感が損なわれる。

特になし。

K市 M町

 ⺠営化協議の為に、⼦ども・⼦育て⽀援対
策事業検討委員会を設置して、委員に町内の
保育関係者や保護者・⼀般公募の⽅に参加を
して頂いた。

 ⺠営化整備について定めた「Ｋ市保育環境整備に関する基本⽅針」にてパブ
リックコメントを実施。

 ⺠間事業者が⾃⾝の判断で柔軟に保育ニー
ズに対応出来るようにするため、設置主体、
運営主体ともに⺠間に移⾏する「⺠設⺠営」
⽅式とした。



⾃治体名

施設名

⺠営化     市 ⽅針
決定   ⺠営化開始  
のプロセスを教えてください。
（保護者周知の時期、事
業者 決定 移⾏準備期
間など）

効
果
・
課
題

⺠営化   貴⾃治体 
⼦育 施策 良 効果 
もたらした点を教えてくださ
い。

移
⾏
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス

⺠営化   新  ⽣  
課題があれば教えてくださ
い。

⺠営化 当    利⽤ 
る保護者への説明はどのよ
  ⾏      
また、転園を希望する者へ
の優先的な配慮などの措
置 ⾏      

県内⾃治体 公⽴保育所 ⺠営化 関  状況調査 結果報告 取    ⼀覧 

L市 Ｎ市

施設３６ 施設３７ 施設３８ 施設３９ 施設４０ 施設４１ 施設４２ 施設４３ 施設４４ 施設４５

Ｏ市K市 M町

H28年度 整備計画の策定、事業
者の決定
H29年度 新園舎の設計・建設⼯
事
H30.4 開園

R2年度 整備計画策
定
R3年度 事業者決定
R4年度 新園舎建築
⼯事
R5.4 開園

R2年度 整備計画策
定
R3年度 事業者決定
R4年度 新園舎建築
⼯事
R5.4 開園

H14 ⽅針決定
H15 検討委員会設置
H16 保護者説明会、
⺠間移管受託法⼈選考
委員会設置
H17 事業者決定
H18.4 開園

Ｈ27 事業者の選
定・決定
Ｈ28.4、7、9 住⺠
説明会
Ｈ28.10 開園説明会
Ｈ29.4 開園

Ｈ27 事業者決定、
住⺠説明会
Ｈ27.10、11 三者協
議
Ｈ28 三者会議
Ｈ28.4 開園

Ｒ4.11 議会、職
員、保護者等へ⽅針説
明を実施
Ｒ5.3 実施法⼈候補
の選定
Ｒ5.6 協定締結、無
償貸与議決、保護者・
市⺠に説明会実施
Ｒ7.4 開園予定

Ｒ3.5 議会へ報告、保護者
説明会実施
Ｒ3.6 運営法⼈募集
Ｒ3.9 協定締結
Ｒ４年度 ⺠間の運営開始
Ｒ3.11から合同保育、⺠営
化後も１年間、引継のた
め、市の保育⼠を配置し
た。

 住⺠・保護者説明会
を開催。

Ｒ5.9から幼稚園・保
育園の保護者、法⼈、
市の３者協議会を開催
し、話し合いを⾏い、
３者協議会だよりとし
て保護者全員に配布
し、ホームページでも
公開している。

令和３年度に保護者説明会
を３回実施した。

・預かり可能となる年
齢の引き下げ
・⼀時預かり保育の実
施
・特⾊のある保育の提
供

・延⻑保育や休⽇保育
等の実施により、共働
き世帯等へのニーズに
応えることができた。
・放課後児童クラブの
充⾜につながった。

公⽴時にはなかった⾃
然に配慮した保育施設
を開設した為、都会か
ら⾃然を求めた転⼊者
が増加した。

町内に幼稚園がなかっ
たが、⺠営化に伴いこ
ども園になったこと
で、保護者が保育部と
幼稚部を選択をするこ
とが可能となった。

令和７年４⽉開園予定
のため効果は未定。
（365⽇開園、開園時
間5:30 21:30、⼀
時預かり事業、延⻑保
育事業、体調不良時対
応型房児保育事業に対
応予定）

⺠営化前と⽐べて延⻑保育料及び
主⾷代が⾼くなり、保護者の実費
負担が⼤きくなった。対応策とし
て市が補助を実施し保護者の実費
負担の軽減を⾏った。

経営⽅針等の転換によ
る事業撤退のリスクが
あるため、契約時に⼊
念な協議を要する。

⺠営化当初は保護者の
中に嫌悪感があった。

⼦どもの⼈数の減少に
伴い、今後定員の⼈数
を再考する必要があ
る。

令和７年４⽉開園予定
のため課題は未定。

築５年の施設を無償譲渡し
たことで、市の財産の損失
について、議会において追
及されることとなった。ま
た、⺠営化⽅針決定から⺠
営化までの準備期間が短
かったため、保護者にも動
揺が広がった。

・事業者決定後、保護者説明会及び三者協議会を開催した。
・転園希望者には可能な限り希望にそえるよう調整を⾏った。

保護者の声が市に届きにくくなっ
たため、定期的な情報共有や意⾒
交換会が必要である。

①最新の保育を適宜取り⼊れ、⼦どものより良い成⻑に寄与し
ている。
②財政効果により⼦育て施策を展開できる。（児童クラブの待
機児童対策等）
③安定的な資⼒により、充実した保育サービスが提供されてい
る。(古くなった備品の購⼊等）

Ｒ1.9 運営法⼈募集
Ｒ1.10 プロポーザルを実施
Ｒ1.11 協定締結
Ｒ２年度 ⺠間の運営開始
なお、指定管理事業者がそのまま
運営法⼈となったため、移⾏準備
期間は無い。

説明会を実施予定であったが、コ
ロナ禍であったため、⺠営化直前
に書⾯で説明した。

・延⻑保育の時間拡⼤
・施設定員の増加
・⼀時預かり保育の受け⼊れ
・特⾊のある保育の提供

 ⺠営化対象の保護者の不安解消を図るた
め、複数回の保護者説明会を実施。転所を希
望する⽅に対しては、転所の決定に配慮し
た。


